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茨城県内
1日	 	茨城労働局によれば、2024年３月卒業予定の県

内高校生の就職内定率（24年1月末現在）は
94.9％と前年同期に比べ＋0.3ポイントの上昇、
求人数は11,469人と同＋4.9％増加する一方で、
求職者数は3,638人と同▲6.8％の減少

21日	 	茨城空港は、株式会社フジドリームエアライン
ズ（FDA）による、「茨城～隠岐」（2024年5月22
～24日）、「茨城～福江」（同25～27日）、「茨城～
帯広」（8月1～4日、4～7日）チャーター便の運
航を公表。同日　春秋空港による運休継続を公
表（上海便5月31日まで、西安便10月26日まで）

26日	 	茨城県は、「災害時におけるキッチンカーによる
物資の供給等に関する協定」を（一社）日本キッ
チンカー経営審議会及び三井住友海上火災保険
（株）と締結。同協定により、県からの要請に基
づき避難所等においてキッチンカーによる炊き
出しを実施

26日	 	国土交通省「令和6年地価公示」（2024年1月1日
時点）によれば、茨城県の地価上昇率は全用途
で前年比＋0.3％と2年連続の上昇、用途別では、
住宅地同＋0.3％、商業地同＋0.2％、工業地同＋
1.5％（全国は、全用途同＋2.3％、住宅地同＋
2.0％、商業地同＋3.1％、工業地同＋4.2％）

28日	 	茨城県は、「茨城県リスキリング推進政策パッ
ケージ」においてリスキリングに必要なスキル
の習得支援の一環として、デジタルスキル、ポー
タブルスキルの講座に関するAIマッチングシス
テムを構築し公開。AIを用いて各個人に適した職
種とリスキリング講座を提案するシステムは日
本で初

28日	 	茨城県によれば、2023年の茨城港（日立港区、
常陸那珂港区、大洗港区）・鹿島港の取扱貨物量
は、95,030千トンと前年に比べて＋3.2％増加。
茨城港では、日立港区でLNG船受入が増加したこ
とにより過去最高の取扱量を記録

29日	 	茨城県は、2019年に策定した県北振興の指針「県
北振興チャレンジプラン」を改定。同改定では、
「チャレンジプランNEXT　県北からはじまる、活
力があり、持続可能な地域の実現」に名称を変更、
臨海部・山間部など地域特性に応じた施策の推
進、指標を新たに設定（ビジネス創出件数、入
込客数、生産農業所得等）

国内・国外
4日	 	財務省「法人企業統計調査」によれば、2023年

10～12月期の全産業（除く金融、保険業）売上高
は前年同期に比べ＋4.2％の増加、経常利益は同
＋13.0％の増加、設備投資は同＋16.4％の増加

19日	 	日本銀行は、｢長短金利操作付き量的・質的緩和」
の枠組み及びマイナス金利政策の見直しを決定。
金融市場調節方針（無担保コールレート(オーバー
ナイト物)を0～0.1%程度で推移するよう促す）、
長期国債の買入れ（これまでと概ね同程度の金額
で買入れを継続）、資産買入れ（ETF・J-REITの新
規買入れを終了、CP・社債等の買入れ額を段階
的に減額し1年後を目処に買入れ終了）

7日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、政策金利を4.50％、
中央銀行預金金利を4.00％でそれぞれ据置くこと
を決定

21日	 	日本銀行「資金循環統計」（速報）によれば、家
計保有の金融資産残高（2023年12月末）は2,141
兆円と前年同期に比べ＋5.1％の増加

15日	 	厚生労働省・文部科学省によれば、2024年3月卒
業予定大学生の就職内定率（2月1日現在）は
91.6%と前年同期に比べ＋0.7ポイントの上昇

20日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
ファンド（FF）金利の誘導目標を5.25～5.50％で
据置くことを決定

22日	 	内閣府は、3月の月例経済報告で、わが国の景気は、
「このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復
している」と判断を据置き

22日	 	日本労働組合総連合会によれば、2024年春季労
使交渉の回答額（21日17時時点）は、平均賃金方
式（加重平均）で16,379円（前年同期比＋4,825円）、
賃上げ率5.25％（同＋1.49ポイント）

28日	 	2024年度予算政府案が参議院本会議で可決・成
立、一般会計予算は112兆5,717億円と前年度当初
予算に比べ▲1兆8,095億円（▲1.6％）の減少（12
年振りに前年度当初予算を下回る）。社会保障関
係費は37兆7,193億円と同＋8,506億円（＋2.3％）
の増加、防衛関係費は7兆9,172億円と同＋1兆
1,292億円（＋16.6％）の増加

経済トピックス　2024年 3月 経済情報ピックアップ
国土交通省「地価公示」（2024年1月1日時点）の結果について

経済情報ピックアップ

3月26日に国土交通省は、一般の土地取引や公共
事業用地取得に関する価格の目安となる「地価公示」
（2024年1月1日時点）の結果を公表しましたので、
そのポイントを説明します。
地価上昇率の全国平均は、全用途で前年比＋2.3％
と3年連続で上昇し、33年振りの上昇率となりまし
た。わが国でも、物価や賃金、株価に続き、地価に
ついても上昇がみられる結果となりました。
用途別にみると、住宅地は同＋2.0％、商業地は同
＋3.1％、工業地は同＋4.2％と、いずれも上昇幅が
前年から拡大しました。
住宅地は、住宅需要が堅調な利便性や住環境に優
れた地域のほか、鉄道新路線が開業した地域や外国
人にも人気の高いリゾート地などで地価の上昇がみ
られました。
商業地は、地域別にみると、三大都市圏では、コ
ロナ禍からの人流回復を受けて店舗需要の回復傾向
が続いたほか、テレワークの縮小でオフィス需要も
底堅く推移したことで地価の上昇幅が拡大しました。
工業地は、Eコマース市場の拡大を背景に、高速道
路ICや幹線道路などへのアクセスが良好な地点では
地価の上昇幅が拡大しています。
また、地方圏では、大型再開発で地価の上昇が続
く「地方4市」（札幌・仙台・広島・福岡市）のほか、
「その他地方」でも大手半導体メーカーの工場が進出
した熊本県と北海道では、雇用や消費などの波及効

果で地価の上昇がみられました。
茨城県では、全用途で前年比＋0.3％と2年連続で
上昇しました。住環境が良好な地域を中心に地価の
上昇傾向が続いており、上昇地点数が増加したほか、
下落地点についても下落幅が縮小しています。上昇
地点数を有する市町村数は23市町と前年の18市町か
ら増加しました。
用途別にみると、住宅地は、同＋0.3％と32年振
りに上昇に転じました。都心へのアクセスが良く、
住環境が良好なつくばエクスプレス（TX）沿線であ
るつくば市や守谷市、つくばみらい市が地価上昇地
点の上位を占めました。なお、上昇率が最も高い地
点は3年連続で「つくばみらい市紫峰ヶ丘2丁目」
（同＋10.6％）となりました。また、今年は常磐線沿
線である、牛久市や阿見町などについてもTX沿線に
比べた割安感から需要が高まったことで地価の上昇
がみられました。
商業地は、同＋0.2％と2年連続で上昇しました。
住宅地同様にTX沿線地域がけん引しているほか、水
戸市でマンションや店舗の需要が高まっており、地
価の上昇傾向が強まっています。
工業地は、同＋1.5％と前年から上昇幅が拡大しま
した。圏央道および首都圏に近い常磐道のICに近接
する県南地域を中心に需要が継続しているほか、県
央地域でも上昇に転じた地点がみられます。

（筑波総研　主任研究員　山田　浩司）

圏域別の地価平均変動率（用途別）
前年比、％

地域
住宅地 商業地 工業地

2022年 2023年 2024年 2022年 2023年 2024年 2020年 2023年 2024年
全国 0.5 1.4 2.0 0.4 1.8 3.1 2.0 3.1 4.2
　三大都市圏 0.5 1.7 2.8 0.7 2.9 5.2 2.7 4.3 5.8
　　東京圏 0.6 2.1 3.4 0.7 3.0 5.6 3.3 5.0 6.2
　　大阪圏 0.1 0.7 1.5 0.0 2.3 5.1 2.5 4.0 6.1
　　名古屋圏 1.0 2.3 2.8 1.7 3.4 4.3 1.6 3.3 4.1
　地方圏 0.5 1.2 1.2 0.2 1.0 1.5 1.3 2.0 2.6
　　地方4市 5.8 8.6 7.0 5.7 8.1 9.2 7.4 9.6 10.6
　　その他地方 ▲ 0.1 0.4 0.6 ▲ 0.5 0.1 0.6 0.8 1.4 2.0
　　　茨城県 ▲ 0.4 0.0 0.3 ▲ 0.3 0.1 0.2 0.3 1.1 1.5
　　　栃木県 ▲ 0.7 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.3 0.6 1.0 2.2
　　　群馬県 ▲ 0.9 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 0.5 0.5 0.9 1.6
　注：地方 4市：札幌市、仙台市、広島市、福岡市。
　出所：国土交通省「令和 5年地価公示」
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